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「介護保険制度下での指定介護老人福祉施設の施設サービス及び居宅サービ

スの対価に係る医療費控除の取扱いについて」の一部改正について 

  

 介護保険制度下での指定介護老人福祉施設の施設サービス及び居宅サービス

の対価に係る医療費控除の取扱いについては、その基本的考え方に変更ありま

せんが、今回の改正に伴い、領収証の様式等の変更が必要となるため「介護保

険制度下での指定介護老人福祉施設の施設サービス及び居宅サービスの対価に

係る医療費控除の取扱いについて」（平成 12 年 6 月 12 日付事務連絡）に基づ

く取扱いについて平成 17 年 10 月１日サービス分より別添のとおりといたしま

す。 

つきましては内容を御了知の上、貴都道府県内（区）市町村（政令市、中核

市も含む）、関係団体、関係機関等にその周知徹底を図るとともに、その運用

に遺憾なきよう、よろしくお願いいたします。 

なお、「居住、滞在及び食事の提供に係る利用料等に関する指針（平成 17年

9月 7日付厚生労働省告示第 419 号）」に基づいて「特別な居室等又は特別な食

事に係る利用料」と居住、滞在及び食事の提供に係る利用料の取扱いが事業所

等で適正に実施されるよう、指導監督を徹底していただくようお願いいたしま

す。 

また、平成 17 年 10 月分に限って従来の領収証による発行を認めることとし

ます。 
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介護保険制度下での指定介護老人福祉施設の施設サービス等の対価に係る医

療費控除の取扱いについては下記のとおりとする 

 

１ 対象者 

  要介護度１～５の要介護認定を受け指定介護老人福祉施設に入所する者。 

２ 対象費用の額 

  介護費（法第 48条第 2項に規定する「厚生労働大臣が定める基準により算

定した費用の額」をいう。）に係る自己負担額、食費に係る自己負担額（「指

定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準」 (平成 11年 3月 31

日厚生省令第 39 号）第 9 条第 3 項第 1 号及び同令第 41 条第 3 項第 1 号に規

定する「食事の提供に要する費用」をいう。）及び居住費に係る自己負担額

（「指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準」（平成 11年

3 月 31 日厚生省令第 39 号）第 9 条第 3 項第 2 号及び同令第 41 条第 3 項第 2

号に規定する「居住に要する費用」をいう。）として支払った額の 2 分の 1

に相当する金額。 

３ 領収証 

法第 48条第 7項及び介護保険法施行規則（平成 11年厚生省令第 36号）第

82条に規定する領収証に、２の対象費用の額を記載する。（別紙様式参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


